
宇和島市における重層的支援体制整備事業を
活用した被災者支援

宇和島市高齢者福祉課 岩村 正裕
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2005年（平成17年）

8月1日

北宇和郡吉⽥町

三間町

津島町

宇和島市が対等合併

（新設合併）

中山間地域と島しょ部が

混在する。

みんな大好き 鯛めし

人口 67,186人（うち65歳以上27,662人）
⾼齢化率 41.2％
前年⽐ -1,560人（うち65歳以上-294人）

宇和島市のご紹介



2024.11.8 災害ケースマネジメント研修

高齢化の推移と将来推計

2070年 65歳以上人口1⼈を⽀える⽣産年齢⼈⼝（推計）1.3人 内閣府︓令和6年⾼齢社会⽩書
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における宇和島市の年齢別⼈⼝構成（推計）

⾼齢者を⽀える⽣産年齢⼈⼝ 1.13人

⽣産年齢⼈⼝
30,700人

高齢者人口
27,107人

（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所2018年推計）

全国平均を45年以上上回るスピードで⾼齢化が進むまち 宇和島
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改めて、「住み慣れたまちで自分らしく生きる」
について考えてみると

⾏政、医療、介護単体でのケアに限界が⽣じ始めている。

例…身寄り無し、認知症高齢者、生活困窮者などのケア
・救急搬送時の医療⾏為への同意
・退院調整（⾃宅か⽼健かグループホームか）
・退院後のフォロー（在宅医療、保健師訪問、介護サービス、地域住⺠に
よる⾒守り、⽣活援助）
・医療費、介護サービス費の⽀払い（⾦銭管理、⽣活保護）、

→ 医師、看護師、薬剤師、リハビリ技師などの医療職や社会福祉⼠、保
健師、事務員など⾏政職員と、⾃治会、⺠⽣委員など地域との連携が必要
になる。更に郵便局や農協、コンビニ、新聞販売店など⺠間事業者との連
携も有効。
また、かつて地域は「お互い様」の精神で資源が乏しい中、互助の⼒によ
り様々な困難を乗り越えてきた。住⺠の年齢関係なく地域コミュニティの
⼒は地域で様々（後述）。
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私の考える包括的支援体制のイメージ

地域づくり・資源開発の検討

基盤整備・総合計画・地域福祉計画等、市の施策への反映

地域課題の発⾒

個別ケースに対し多機関・多職種が
それぞれ「何が出来るか」を出し合い

市⺠の課題解決につなぐ

医師・⻭科医師
看護師・衛生士

薬剤師・リハビリ技師
臨床検査技師

事務職員

社会福祉士

保健師

⾃治会⻑
⺠⽣委員

ヘルパー
ケアマネ

消防

警察

社会福祉協議会
社会福祉法人

⽼⼈クラブ
地域住⺠

公⺠館

コンビニ

郵便局

配達員
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平成29年度

「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業を開始

（多機関協働・地域⼒を同時に開始）

平成30年度〜令和2年度

地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業

令和3年度〜6年度

重層的支援体制整備事業

重層事業に⾄る時系列
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「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業のイメージ

多機関の協働による
包括的支援体制構築事業
縦割りから丸ごとへ︕法律系

スペシャリ
スト

⾏政
保険健康課
福祉課

生活支援課
高齢者福祉課

消防
警察 医療系

スペシャリスト

本庁

多世代の住⺠
（支えられる側）

⾃治会⻑
⺠⽣委員

交流拠点施設に集まる多世代住⺠
（支える側）

社会福祉
法人

地域交流施設
（三間・もみの木
九島・島の保健室）

地域⼒強化推進事業
地域のことは地域で解決︕

困りごとの内容により
支援主体が変わる



2024.11.8 災害ケースマネジメント研修

地域⼒強化推進事業

9
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三間地域における地域⼒推進事業

旧幼稚園を改修し、「地域住⺠にやりたいこと」を形にする拠点として設置した
のが「もみの木」。
決まったメンバーで⾏うワークショップ等「会議のための会議」は避けて地域の
方が望む事業を実施。
地域住⺠の要望を断らず、受け⽌めることから始めた。
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徐々に活動が地域に浸透してきた平成３０年７⽉７⽇
⻄⽇本豪⾬災害 発災
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当時の様子
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平成３０年７⽉７⽇
⻄⽇本豪⾬災害 発災 洪水浸水地域（宇和島市全体）

土砂崩壊箇所 ●
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主な被害状況

平成30年7月豪雨による被害状況
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三間地域の被害も甚大

浄水場の被害により地域のほぼ全体が断水。
支援の手は地すべり被害の大きい吉田町へ。
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極限の状態で生きた「地域⼒」

もみの⽊に集まる住⺠の
ネットワークにより飲料⽔、
⽣活⽤⽔、⾷料、衛星⽤品などを
独自で調達（寄附による）

独居高齢者
高齢者世帯

などの要配慮者

災害支援物資の拠点

介護サービス利⽤者にはケアマネが、
サービス未利⽤者についても
普段の⾒守り活動の対象者は
⾃治会⻑、⺠⽣委員などが⾃主的に⽀援物資を配布

地域住⺠と社会福祉法⼈による「⾏政に頼らない」住⺠⽀援
⾏政は資源を吉⽥町に注ぎ込む事が可能となった
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１．夏休み中の子どもの居場所作り「放課後子ども教室」
２．介護予防教室との同時開催
３．⼦どもたちのため、トイレの配⽔管理は地域住⺠が実施
４．夏祭りが中止となったため、代替イベントしての「納涼祭」
高齢者も子どもも障がい者も「もみの木」に集まった

地域のみなさんがおっしゃった一言

「我が丸」、やっておいて良
かった。

極限の状態で起こった「地域共生」の場作り



2024.11.8 災害ケースマネジメント研修

多機関の協働による包括的
支援体制構築事業

18



2024.11.8 災害ケースマネジメント研修

内容 講師 内容

千葉県中核地域⽣活⽀援センターについて
社会福祉法人太陽会
安房地域医療センター 香田 道丸氏
中核地域生活支援センター ⺠内 順子氏

地域の医療介護資源が枯渇する千葉県において、
包括的な相談窓口を作った背景を学ぶ。また世帯
丸ごとのケース対応の実際の流れを学び、将来宇
和島市において医療介護資源の減少が起こっても
対応可能な仕組みづくりに生かす。

「我が事・丸ごと」地域共生社会について
厚⽣労働省 社会・援護局 地域福祉課
地域福祉専門官 後藤 真⼀郎⽒

国の考える「地域共生社会」の姿とその必要性

豊中市における
地域包括ケアシステムの構築への取り組み

豊中市地域福祉課 後藤 良輔⽒
様々な職域が手を出し合い、福祉の包括的な提供
を⾏う「豊中型地域包括ケアシステム」について、
先進事例を学ぶ

超⾼齢社会に⽴ち向かう多職種連携
〜来たるべき地域共⽣社会に向けた⾃分ゴト化〜

特定⾮営利活動法⼈
全国連携実務者ネットワーク 鈴⽊ 哲氏

地域包括ケアシステム構築のキーとなる｢多職種
連携｣について先進辞令を学び、更に地域との連
携事例も学ぶ。

多機関の協働による包括的支援体制構築事業

事業開始年度（平成２９年度）におけるミッションは「職員の意識を変える」。

地域共⽣社会、地域包括ケアシステムの概念を語れる⽅、丸ごと抱える実務者を招聘し、

「何のための包括的⽀援体制」の基礎を学び、講演終了後は登壇者も交えて宇和島市におけ
る複合的な課題についてのケース会議を実施。保健福祉部４課（保健、福祉、生活保護、高
齢者福祉）職員で丸ごと抱えて解決する「チーム対応」を実践。

チーム対応を実践する事で「あんまり難しくないかも･･･」との気づきにつなぎ、「うち
じゃない」アレルギーの払拭を図った。
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平成３０年６⽉に「くらしの相談窓⼝」を開設
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独居高齢者
高齢者世帯

などの要配慮者

平成30年7月豪雨時において開設された避難所

避難所開設︓57箇所
避難者数︓ 41箇所 628世帯 1,149人（最大値）
時間の経過とともに被災者が徐々に帰宅する中、避難所として利⽤していた⼩学校の再
開のため、８月上旬５箇所あった避難所を１カ所に集約する必要があった。
当初避難所担当職員が避難所生活について聞き取りを実施。
→聞き取った後の流れを作らないまま進めたため、「聞き取っただけ」状態に。

⾏き詰まったため保健福祉部での対応を求められたが、くらしの相談窓⼝は災害対応窓
口として手一杯。よって生活再建のPTを保健福祉部で組織。再度「何のための⽣活状況
調査か」から仕組み作りを開始。

多機関協働事業で開催していた「相談支援包括化推進会議」がそのまま使えるため保健
福祉部４課で聞き取りからリスタートした。

実施場所 吉田町各避難所8カ所

対象 41世帯 96名

実施時期 8/6（⽉）〜8/9（木）4日間（19︓00〜21︓00）

派遣職員 保健師（保険健康・包括）・相談員（包括）・ケースワーカー（生活）

目 的 避難所⼊所者の退所後の⽣活について、道筋を⽴てることを⽬的とする。

アセスメントにより生活状態を把握し、その後必要な支援につなげ、

本人、家族の生活再建の支援を実施する。
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独居高齢者
高齢者世帯

などの要配慮者

新たな住まいの確保・生活の再建

被災状況や現在の生活について深いアセスメント
を実施住まいのほか生活に係る困りごとを調査し、
必要な支援につなげる。

相談支援包括化推進会議にて継続、解決等の
情報共有と今後の生活再建にかかる担当者
（保健師、CW、CM、相談員）を決定。

避難者データの
整理整頓

避難所入所者

既存情報を集約し、アセスメントシートを作成

アセスメント

部内協議
再建担当者の決定

ミッションとしては「いかに寄り添うか」、避難所を出ていただく事ではない︕
「我が事・丸ごと」事業で職員が培った「受け⽌めの⼒」と「つなぐ⼒」を⽣かす

避難所アセスメントのフロー（第１フェーズ）
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⻑期間に渡る情報収集⼒

復興⽀援は平時のルーチンワークと同時に⾏っているため、⽇々の業務を⾏いな
がら被災世帯の実態調査を⾏うことには限界があった。

発災後の2ヶ月間は保健、福祉の外部団体の支援により吉田町全世帯の家庭訪問
が⾏えたため、基礎データは取得済み。ただし時間をかけながら被災世帯の⽀援
を⾏う事を考えると、時間を経ることによる変化について漏れなく知っておくべ
き。ただしすべてを⾏政で把握する事は困難であった。

→ 手詰まり感がある中、高校時代の先輩（当時災害支援を自主的に実施）から
「災害⽀援に係る様々な団体が今度宇和島に集まるから、あなたも参加しなさい。
⻄予市も⼤洲市も⾏政は参加してるよ。」とのラインが届き、参加する事に。

復興⽀援における当時の弱み
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災害⽀援にかかる連携の場「⽜⻤会議」

市内に⽀援の団体が⽴ち上がりつつある現実

今ならば外部のエキスパート団体の⼒と、⽀援に係るノウハウが得られる事実

絶対「顔と顔の⾒える関係」を作っておきたい︕
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発⾜当時の⽜⻤会議

誰でも参加できる会議であったため、「⾏政は何もしていない」、「市職員が全
員で訪問に回れば良い」などの⾏政に対する不満をぶつける⽅、また「SNSで書
かれていた」、「周囲を聞いて回ったら、支援が届いていないと言われた。でも
どこの場所かは言えない」など具体性にかける批判が時々出された。

その中で復興・復旧に係る具体的な⽬標を定めて、「⾃分たちに何が出来るか」
をひたすら突き詰めていく会議にしようと支援にかかるNPO、NGOの皆さんが
コーディネートいただいた。

お世話になった全国のNGO・NPOの皆様
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独居高齢者
高齢者世帯

などの要配慮者

被災者の生活再建に向けた取り組み（第2フェーズ）

本人・家族が望む生き方への支援

吉田地域
独居高齢者・65歳以上要援護者台帳登載者への訪問
避難所巡回訪問（生活再建アセスメント含む）
全⼾健康調査
乳幼児・妊産婦訪問

ケースの内容によって支援内容を振り分け

何らかのリスクがあるケースについては再アセスメント

生活再建実務者会議 くらしへの支援

地域包括⽀援センター（全体マネジメント）・⽣活⽀援課（⽣活保護制度）
福祉課（障害者・⽣活困窮・被災者⽀援制度）

保険健康課・⽀所保健師（健康管理・メンタルヘルス）・建築部⾨代表（住宅・インフラ）
愛媛県社会福祉⼠会（罹災証明未提出者対応）・災害復興本部現地⽀援班

その他フェーズに応じて各種専門職が参画（支援フローは避難所支援と同様）

三間地域
65歳以上要援護者台帳登載者への訪問
⺠⽣委員情報によるハイリスク⾼齢者宅への訪問
「もみの木」事業所に寄せられる生活相談への訪
問対応

発災当初⾏ったアセスメント
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被災世帯の情報収集（アセスメント）

全国から集まるNGO・NPOの方に「支援に必要な情報とは何か」からレクチャー
いただき、アセスメントシートについて助言をいただきながら、訪問を実践。現
場の意⾒も反映させて改良を重ねながら実装した。

VER.1 VER.2 VER.3 VER.4

被災者の生活再建に向けた取り組み（第2フェーズ）
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独居高齢者
高齢者世帯

などの要配慮者

被災者の⽣活再建に向け⾒えてきた体制（第２フェーズ）

生活再建実務者会議

【目的】 被災住⺠や周辺住⺠同⼠の交流促進
【主な事業】サロン活動、ケアカフェ、ガイヤ健

康体操、癒しのボランティア等の活
動状況にかかる情報共有会議の運営、
交流拠点にかかるニーズ情報の共有

【構成員】 地域⽀えあいセンター、市復興調整
班、地域包括支援センター、
市内NPO、ボランティア団体

おんむすび会議（コミュニティ系）

【目的】 災害支援にかかる作業系ボランティア
団体、NPO、NGOなど専門機関や自治
機関における情報共有の場の提供

【主な事業】被災世帯におけるボランティアニーズ
の情報共有、新たなボランティアの調
査、創出

【構成員】 市復興調整班、地域包括⽀援センター、
地域支えあいセンター、市内NPO、
ボランティア団体

⽜⻤会議（作業系）

生活の困りごとの情報提供
ハイリスク被災者の情報提供

交流事業への案内

ボランティア
ニーズの情報提供

【目的】 被災者の終の棲家の確⽴（建替え、別場所での新築、借家等）

【主な事業】被災世帯のアセスメント（健康・⽣活・経済的事情）及び⾒守

り地域ケア会議による被災者支援のプラン策定及び定期的モニ

タリング

【構成員】 福祉課、地域包括支援センター、生活支援課、保険健康課、

地域支えあいセンター
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被災者の生活再建に向けた体制（第２.５フェーズ）

災害NGO 結
代表 前原 土武（トム）さん

全国から集まるNGO・NPOの皆さんは災
害初期の支援が主なミッション。地元の
支援体制が整ってくると次の災害現場に
移動する。
災害NGO「結」がミッションを終えて、
引き上げる際に強く⾔われた⾔葉

怖いのは２年⽬の梅⾬時期です。
⼀度崩れた地盤は安定していな
いから、また土砂災害が起きる
と思って、やるべきことをして
おいてください。

→今の平穏は次の災害への
「準備期間」と言うこと。
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１．これまで実施してきた⽣活再建実務者会議の対象者について、再度アセス
メントシートの確認を⾏い、以下の対象者を抽出する。

Ａ…⾃主避難が困難、更に救助要請も困難な者（下肢不⾃由、視⼒障害等）

Ｂ…一般避難所での生活が困難な者

（胃ろう、メンタル、⼀般トイレでは対応不可等）

２．抽出した世帯について、以下のチームで再度訪問を⾏い、アセスメントを
実施する。

地域支えあいセンター（社協）、福祉課、生活支援課、高齢者福祉課

アセスメントは「避難⾏動⽀援者制度 登録申請書」を基に実施する。登録済
の者は登録内容の確認を。未登録の者は情報を聞き取りした上で登録を勧める。

３．取りまとめた情報を危機管理課と共有。避難時ハイリスク対象として取り
扱うこととする。

トムさんの⾔葉を受け、構築した出⽔期体制
（第２.５フェーズ）
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複数課で実施した出水期体制

平常業務をしながらの訪問であるため単課では負担
が大きい。

→マニュアルを作り保健福祉部4課それぞれチーム
を作り訪問。

→特別警報発令時において避難する際「誰が」、
「どうやって」支援するかを事前にプランニング。
ケアマネの協⼒も得た。

→今で⾔う災害時避難⾏動要⽀援者個別計画
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⽬的︓今後1年での⽣活再建に向けた⽀援の強化を図る

仮設住宅
①住まいの問題
②健康状態の不安
③経済的不安

在宅
①居住環境の不安
②健康状態の不安
③経済的不安

⻄⽇本豪⾬被災後、1年が経過し、被災者の状況が変化しており、また、
被災者⽣活再建⽀援⾦や仮設住宅等の⽀援制度の期限も近づいてきているこ
とから、現在、「生活再建実務者会議」が実施している被災者の生活再建を、
より具体的に実施できるように⽀援内容の⾒直しを⾏う。

⽀援⽅法︓被災者が抱える問題を類型に分類し、核となる問題について現在
の実務者会議の枠を拡大し、重点的な支援を実施し、生活再建の障害となる
問題の解決を目指す。
復興担当組織が⽴ち上がったことから、これまで兼務でやってきた⽣活再建
業務を移管。支援の強化につなげた。

課題（全体）
①⽀援制度の漏れ
②健康状態の悪化
③住まいに関する問題
④経済的不安

被災者の生活再建に向けた体制（第３フェーズ）
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住まいの確⽴（住まいの再建にかかるグループ）
内容︓物件探し（被災者優遇物件の検討）、新たな住まいの財源にかかるプラン
ニング（各種⽀援制度、リバースモーゲージ等）、建替にかかる情報提供等

経済的安定（経済的に再建が難しい世帯グループ）
内容︓債務超過による⽣活再建の停滞、豪⾬被害による収⼊の減少、⽣活保護に
至らない生活困窮者、状況を改善するためのファイナンシャルプランニング等

健康（心身の状態が悪化し再建が難しいグループ）
内容︓⾝体の状態の悪化、うつ・PTSD発症者への心のケア、環境の変化による認
知症状の悪化等

複合案件（複合的な問題をかかえ再建が難しいグループ）
内容︓親が認知症かつ⼦どもが障害かつ債務超過状態に陥っている世帯、
⾼齢かつ収⼊が少ないかつ健康状態が悪化し、仮設住宅から転居できない世帯等

新生活再建実務者会議・WGの累計

生活再建の問題について4類型に分けそれぞれワーキンググループを組織。検
討組織を小規模化することでプランに係る検討会議が頻回となり、再建に向け
たプランが強化される。
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個別課題
解決機能

ネットワーク
構築機能

地域課題
発⾒機能

地域づくり・
資源開発
機能

施策形成
機能

宇和島市の地域ケア会議

地域ケア個別会議
主に事例対応 地域ケアネットワーク会議

実務者レベルの
会議

代表者レベルの会議

介護保険法第１１５条の48で定義されており、市または地域包括支援センターが
主催し設置・運営する会議体

課題の範囲が拡大

地域ケア圏域会議
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⽬的︓圏域毎に地域課題を整理し、市全体で協議する地域ケアネットワーク会議
に結び付け、住み慣れた地域で安心して生活できる地域包括ケア体制構築に努め
る。

検討メンバー︓主任介護⽀援専⾨員、社会福祉協議会地域福祉課、宇和島市保険
健康課の地区担当保健師

●吉⽥【災害を通じた専⾨職による定例会】

→検討メンバーに加え、地域の病院（地域連携室）や災害関連部署（市⻑公室現
地支援班、地域支え合いセンター）も参加。定期開催することで、専門職がお互
いの役割を知り、理解を深めていくことができた。再び発⽣する災害に備え、平
常時から取り組む必要があることがみえてきた。

例）災害時、被害を受けた多くは要配慮者（認知症、地域から孤⽴している⼈、
生活困窮者等）。地域に埋もれている要配慮者に対して、早期の段階で多職種が
関わり、早期対応でリスクを回避する 等

地域の⾼齢者⽀援は、⾏政・専⾨職だけでは限界。⾏政だけでなく、地域で⾒守
ることが⼤切であるため、今後は「地域の核」である⼈や団体と、⾏政・専⾨職
がどうつながっていけるかが課題。

35

圏域ケア会議でテーマとして災害を選択
（第３.５フェーズ）
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36

地域ケア会議で作成した個別避難計画
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⽬的︓つながりを築き、再建後の孤⽴を防ぐ

「新⽣活再建⽀援プログラム（終の棲家の確定）」により、仮設住宅等から退去し、
新たな生活を開始している被災者が出ている。
しかしながら、新たな生活拠点にて生活する中で、新たに問題を抱える被災者も出
ており、再建後、安⼼して暮らせるように⽀援を⾏う。再建後、孤⽴リスクの⾼い
被災者を中心に支援を実施し、地域とのつながりを支援し、安心して暮らせるまち
を目指す

地域
・知り合いがいない
・地理がわからない

心身
・環境変化による不安
・ＡＤＬの低下
・メンタル
・再建後の喪失感

経済
・生活費がない
・預貯⾦がない

孤
立

課題︓３つの不安（地域、経済、心身）

被災者の生活再建に向けた体制（第４フェーズ）

・地域に入れない
・健康状態の悪化
・生活ができない
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被災者へ地域をつなぐ場、
人、団体を紹介

地域で活動する場、人、
団体活動を支援

新コミュニティーへの加⼊、地域のつながり、地域の利便性の確保、
場所づくり、人づくり、サポート（支える側へ）

地域の紹介

地域⾒守り体制の⽀援

被災者の新生活を支援

個の支援

地域の支援

士業関係者

消防

警察

医療

市役所・社協

⾃治会⻑
⺠⽣委員

家族・地域住⺠

地域支援団体
NPO等

支え合いセンター

⾏政
保険健康課
福祉課

生活支援課
高齢者福祉課

地域つながり新⽣活⾒守り⽀援プログラム
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発災から３年が経過し、仮設住宅⼊居者の減少とともに近隣市においては地域⽀
え合いセンターを令和3年度で閉鎖しており、本市も財源の縮⼩から継続につい
て検討する必要があった。

令和4年度以降も、被災した家屋が⼟砂災害特別区域（レッドゾーン）にあり、
終の棲家が確定しない世帯があること、また災害支援を通して地域支え合いセン
ターが身につけた「寄り添い」のスキルは、生活困窮や認知症への支援に活きる
と感じ、重層事業を委託することで運営継続とした。

同時に復興担当課（復興調整班）の解散も⾒えてきた中、令和4年度から被災者
⽀援を再び「我が丸（重層）」事業に帰すこととし、仮設住宅の⽣活再建に係る
プランと生活困窮世帯のプランを同一会議（重層的支援会議）で協議することと
した。

復興⽀援から重層事業への再転換
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発災から３年が経過し、仮設住宅⼊居者の減少とともに近隣市においては地域⽀
え合いセンターを令和3年度で閉鎖しており、本市も財源の縮⼩から継続につい
て検討する必要があった。

令和4年度以降も、被災した家屋が⼟砂災害特別区域（レッドゾーン）にあり、
終の棲家が確定しない世帯があること、また災害支援を通して地域支え合いセン
ターが身につけた「寄り添い」のスキルは、生活困窮や認知症への支援に活きる
と感じ、重層事業を委託することで運営継続とした。

同時に復興担当課（復興調整班）の解散も⾒えてきた中、令和4年度から被災者
⽀援を再び「我が丸（重層）」事業に帰すこととし、仮設住宅の⽣活再建に係る
プランと生活困窮世帯のプランを同一会議（重層的支援会議）で協議することと
した。

復興⽀援から重層事業への再転換
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現在も支援は続いています

今年度で仮設住宅の供与期間が終了するが、退去後も終の棲家の確定までは在宅
世帯としてフォローを継続。
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食に係る支援

くらしの相談窓口
（地域包括支援センター含）

地域子育て支援センター

すてっぷ（子育て世代
包括支援センター）

利⽤者⽀援事業

三間もみの木

九島島の保健室

地域支えあいセンター
（災害復興⽀援含む）

三支所

⺠⽣委員

自治会

だんだんネット
（⺠間⾒守り事業所）

⺠間企業・郵便局等
包括連携協定

保険健康課
福祉課

高齢者福祉課

生活支援課

公 助

互助・共助

こもりん
（児童館）

NPOセンター 市内・市外の
企業

（支援物資の
配送）

⽇本郵便
デジタル田園都市構想事業

スマートスピーカーによる⾒守り
および遠隔診療

（株）シニアライフクリエイト
地⽅創⽣推進交付⾦事業
高血圧対策メニューの
開発と⾒守り配⾷

宇和島市における重層的支援体制整備事業のイメージ

企業のサービス開発

企業のCSR・SDGs

子ども家庭課
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4/18 震度5強の地震が発生
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市内公共施設の天井が崩落
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一般家屋の被害は大きくなかった
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発災後の対応

総務部
ブルーシート配布

市⺠環境部
罹災証明

保健福祉部
困りごと相談
NPOセンター

仲良し
災害の規模が小さいとは言え、
発災後２⽇で異なる部とNPO
が職員を出し合い、被災者支
援窓口を設置したのは豪雨災
害を経験した事が大きい。
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発災後の対応

住家被害を受けた世帯に対する補助制度を
創設（単費）

情報を知らない、または罹災証明等⼿続き
が出来ない世帯を想定し、プッシュ型支援
を実施。

重層会議の仕組みをそのまま使い、保健福
祉部３課（福祉、保護、包括）と社協、
NPOセンター職員で補助申請までの支援
（罹災証明、⾒積もり、請書、申請書作
成）を実施。

月１回の会議で被害状況を共有し、方向性
（修理、引越、とりあえずそのまま）まで
⾒届けている。
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まとめ１

災害時における支援は「自助、互助、共助、公助」の順になってしまう。

理由

需要（困りごと・ニーズ） 資源（リソース・支援者）

不均衡

不均衡の度合いが⼤きいほど

より壊滅的な結果をもたらす

より被害の⼤きい場所に資源は注がれるため、⼀部地域では互助⼒
に頼らざるを得ない。
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まとめ１

その上で求められるのは「平時における住⺠間の連携」。

三間地域において住⺠による被災者⽀援が可能となったのは、

平時の⾒守り環境があったからこそ。

三間地域⾒守り事業所連絡会

⺠⽣委員、⾃治会⻑、新聞販売店、宅配業、配⾷事業所、駐在所

JA、郵便局、⽜乳販売店などによるネットワークで、業務における異変（新聞
がたまる、徘徊）を共有。早期対応につなげる。

三間地域は「おせっかいのまち」と呼ばれていた。

→被害の⼤きかった吉⽥地域の住⺠の声

「近所付き合いの⼤切さがわかった。」
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まとめ２

災害時における支援「自助、互助、共助、公助」。

互助から共助への流れに伴い、専⾨職のスキルが求められる。

例．⾃閉症、認知症、妊婦、糖尿病、透析等の場合、⾃助、互助のみでは限界
がある。

災害時における被災者支援について、普段「寄り添う」ことに慣れていない者
が介入すると、目的をはき違えて、かえって被災者を苦しめる。

私たちの失敗 最初の避難所入所者での聞き取りの際、担当は保健福祉部では
なかった。「避難所を出ていただく」ことが目的となったため、その後の生活
について聞き取りを⾏わなかった。

仕切り直しの避難所アセスで聞いた被災者の声

「上から目線」「そんなに避難所から出したいのか」
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まとめ２

よって、「寄り添い」に慣れている専門職は、時期はどうあれ被災者支援にお
いて⼤きな⼒になる。
また、被災者の生活再建にかかるプランニングは初動が肝心。

⽀援⾦情報の有無で被災後の⼈⽣は⼤き
く変わる。

罹災証明、公費解体、基礎、加算⽀援⾦
などには期限あり。

→お⾦の相談について、初対⾯の⼈に対
して口にしにくい被災者もいる。またそ
もそも人の介入を嫌う被災者もいる。

上から⽬線（⾏政ありがち）ではだめ。
本音を引き出せるテクニックが必要
かつ時間をかけながら信頼関係を築くこ
とも必要

→それが得意なのは誰ですか︖



2024.11.8 災害ケースマネジメント研修

まとめ２

以上のことから災害後の生活再建においては

・介入の速さ

・身近な支援者

・専⾨性（⽣活困窮、⽀援⾦情報、メンタル、介護、融資、不動産）

など、単体では不可能な⽀援が求められる。

重層的支援体制整備事業は災害時においてスキームがそのまま使える。

・多機関協働事業（被災者の生活再建の個別検討）

・共助の基盤づくり事業、生活支援体制整備事業

（被災者の生活再建に向けた連携体制の仕組みづくり）

・アウトリーチ等を通じた継続的支援事業（埋もれている被災者へのアプローチ）
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まとめ２

災害が起こると、全国各地から支援団体が来てくれる。

・災害NGO・NPO
・DMAT（災害派遣医療チーム）
・DWAT（災害派遣福祉チーム）
・DHEAT（災害時健康危機管理⽀援チーム）
・社会福祉士会など専門職団体

受け入れ態勢が整っていない場合、支援の手を拒否することもある。
実例･･･段ボールベッドの受⼊れ拒否

→災害においては受援⼒も必要。そのためには平時においてどれだけ様々な主体
とつながっておくかが重要。

重層の枠組みを基本軸としておけば、派遣される専門職に被災世帯のアセスメン
トを依頼することも可能。

本市においては県内保健師と社会福祉士会に吉田地域の全世帯の個別訪問を依頼
し、膨大なアセスメントデータを手に入れた。

→膨大なデータからハイリスク世帯を絞り込むのが相談支援包括化推進会議。
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大まとめ

平時の
連携

災害後
の連携

平時における連携体制は災害時に生きる
災害をきっかけとした連携はその後の平時の連携に活きる
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ご清聴ありがとうございました。
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